
（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用

例）冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞）※ （30㎞～）

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）大地震（所在市町村で震度６弱以上）

例）全交流電源喪失

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始 ●UPZの住民は屋内退避の準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始）

ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転

（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

女川地域の緊急時対応（概要版案）①原子力災害対策重点区域・広域避難先

 女川地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は198,946人
(平成31年4月1日現在)。

 PAZ内の人口は1,113人（女川町547人、石巻市566人）。
 UPZ内の人口は関係7市町197,833人、うち半島部、離島部の準PAZの人口は2市町2,376人。

１．女川地域の原子力災害対策重点区域 ３．PAZ、準PAZ及びUPZの各自治体における広域避難先

 PAZ、準PAZ内、UPZ内の各市町の住民の避難先は、宮城県内で確保。

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の
経路により避難を実施。

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone      
※UPZ（緊急防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

1

２．原子力災害対策指針における緊急事態の防護措置の考え方

関係市町

PAZ内 UPZ内

合 計
(概ね5 km）

（概ね5～
30km） 準PAZ内

女川町 547人 5,919人 48人 6,466人

石巻市 566人 143,135人 2,328人 143,701人

登米市 9,765人 9,765人

東松島市 36,478人 36,478人

涌谷町 711人 711人

美里町 113人 113人

南三陸町 1,712人 1,712人

合 計 1,113人 197,833人 2,376人 198,946人

女川地域原子力防災協議会
令和●年●月●日改定

PAZ、準PAZ内
市町の

広域避難先

江島

田代島

網地島

金華山

UPZ赤字～ 女川町
青字～ 石巻市

【島名凡例】

宮城県内31
市町村へ避難

放射性物質放出後

※女川地域の準ＰＡＺについては、PAZに準じた避難等の防護措置を実施。

準PAZ

ＰＡＺ

ＵＰＺ

準PAZ

UPZ内市町
の広域避難先

 緊急事態の初期対応段階においては放射性物質放出前から原子力施設の状況に応じて、放射性物
質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づいて防護措置を実施。

① EAL（Emergency Action Level ）による初期対応段階における防護措置
原子力施設の状況等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL） を 設定。

EALに基づき防護措置を行う。
※施設敷地緊急事態要避難者の避難は通常の避難より時間がかかるため、 EAL（SE）の段階から避難を開始する。

ただし、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まるおそれのある者は、遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

② OIL（Operational Intervention Level）による放射性物質放出後における防護措置
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを立ち上げ、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを開始。放射性物質放出後 、 防
護措置の実施基準（OIL）に基づきﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果から区域を特定し、 PAZ外の住民の防護措置を実施。

出島

女川町
PAZ

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、
県が調整の上、県内で代替避難先を確保

※地理院タイル（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成

おながわちょう

おながわ

いしのまきし

とめし

ひがしまつしまし

わくやちょう

みさとまち

みなみさんりくちょう

栗原市

大崎市

石巻市

おおさきし

くりはらし

おながわちょう

いしのまきし

たしろじま

あじしま

きんかさん

えのしま

いずしま

資料２



女川地域の緊急時対応（概要版） ②PAZにおける避難・屋内退避の考え方

区域 種別※1 対象者数
(うち支援者数)

避難等の流れ
備考

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

PAZ
（発電所
から概ね

5km圏内）

避難行動
要支援者
（在宅）

223人
（91人）

避難行動要支援者は、避
難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由し
て、指定された避難所へ避
難。

避難の実施により健康ﾘｽｸ
が高まる避難行動要支援
者は、近隣の放射線防護
対策施設へ移動。

避難行動
要支援者
（学校）※2

31人
（19人）

学校の児童等は、警戒事
態になった場合、授業を中
止し、保護者への引き渡す。

保護者へ引渡しができな
かった場合は、施設敷地緊
急事態で避難を行い、避難
先で保護者に引渡し。

その他の
要避難者

(妊婦、授乳
婦、乳幼児

等)

112人

妊婦、授乳婦、乳幼児等の
避難に時間を要する者は、
施設敷地緊急事態で避難
を開始。

一般住民 778人

住民はあらかじめ定められ
た避難所へ避難。

自家用車を利用可能な者
は自家用車で移動。自家用
車が利用できない者は、宮
城県、女川町及び石巻市
が手配した車両等で移動。

PAZ内人口 1,113人

放射線防護対策施設
（女川町2施設、石巻市2施設）

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
原
災
法
10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

（原
災
法
15
条
）で
避
難
開
始

※1 PAZ内に医療機関、社会福祉施設はなし。
※2 学校の避難行動要支援者は、他の種別と重複している。

避
難
準
備
を
開
始

一般住民
の

避難準備
を開始

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町：栗原市若柳
総合体育館

石巻市：宮城県大崎
合同庁舎

一時集合場所

対象施設
石巻市
（2施設
31人）

＜保護者へ引渡しができなかった児童等＞

＜避難可能な者：213人＞

福祉車両3台で移動
（女川町10人,石巻市0人）

支援者とともにﾊﾞｽ7台、
福祉車両7台で避難

（女川町121人、石巻市28人）

保護者
引渡し

バス2台で避難

＜避難の実施により健康ﾘｽｸ
が高まる者：10人＞

支援者の車両で避難（女川町56人,石巻市8人）

避難所
又は

(福祉避難所)

栗原市 3(22)施設
大崎市60(25)施設

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ
宮城県

大崎合同庁舎

避難所

大崎市60施設

対象者
112人

女川町
90人

石巻市
22人

一時集合場所

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町：栗原市若柳
総合体育館

石巻市：宮城県大崎
合同庁舎

避難所

栗原市3施設
大崎市60施設ﾊﾞｽ7台で避難

対象者
778人

女川町
270人

石巻市
508人

避難所

栗原市
3施設
大崎市
60施設

一時集合場所

自家用車で避難
（女川町170人、石巻市343人）

2

避
難
準
備
を
開
始

ﾊﾞｽ13台で避難
（女川町100人、石巻市165人）

対象者
223人

女川町
187人

石巻市
36人

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町:栗原市
若柳総合
体育館

石巻市：宮城県
大崎合同
庁舎



女川地域の緊急時対応（概要版） ③準PAZにおける避難・屋内退避の考え方

区域 種別※1
対象者数
(うち支援者数)

避難等の流れ
備考

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

準PAZ
半島部

避難行動要支
援者(医療機関、
社会福祉施
設)※2

140人
（60人）

施設の避難計画において、避難先施設を
設定。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難
行動要支援者は、自施設又は近隣の放

射線防護対策施設へ移動。

避難行動
要支援者
（在宅）

67人
（22人）

避難行動要支援者は、避難所受付ｽﾃｰ
ｼｮﾝを経由して、指定された避難所へ避
難。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難
行動要支援者は、近隣の放射線防護対
策施設へ移動。

避難行動
要支援者
（学校、

保育所）※2

145人
（52人）

学校、保育所の児童等は、警戒事態に
なった場合、授業を中止し、保護者へ引
き渡す。

保護者へ引渡しができなかった場合は、
施設敷地緊急事態で避難を行い、避難
先で保護者に引渡し。

その他の要避
難者（妊婦、授
乳婦、乳幼児

等）

33人

妊婦、授乳婦、乳幼児等の避難に時間を
要する者は、施設敷地緊急事態で避難を
開始。

一般住民 1,816人

住民はあらかじめ定められた避難所へ避
難。

自家用車を利用可能な者は自家用車で
移動。自家用車が利用できない者は、宮
城県及び石巻市が手配した車両で移動。

準PAZ内
半島部人口

1,916人

準PAZ
離島部

避難行動
要支援者
（社会福祉

施設）※2

43人
（23人）

施設の避難計画において、避難先施設を
設定。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難
行動要支援者は、近隣の放射線防護対
策施設へ移動。

避難行動
要支援者
（在宅）

51人
（15人）

避難行動要支援者は、避難所受付ｽﾃｰ
ｼｮﾝを経由して、指定された避難所へ避
難。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難
行動要支援者は、近隣の放射線防護対
策施設へ移動。

一般住民 409人

住民はあらかじめ定められた避難所へ避
難。

女川港、石巻港到着後、宮城県、女川町
及び石巻市が手配する車両で移動。

準PAZ内
離島部人口

460人

放射線防護対策施設（3施設）

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（原
災
法
10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

(

原
災
法
15
条)

で

避
難
開
始

対象者
石巻市

67人

避
難
準
備
を
開
始

一般住民
の避難準
備を開始

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

宮城県大崎合同庁舎

一時集合場所

対象施設
石巻市
（6施設
145人）

＜保護者へ引渡しができなかった児童等＞

＜避難可能な者：65人＞

福祉車両1台で移動（2人）

支援者とともにﾊﾞｽ3台、福祉車両2台で避難（45人）

保護者
引渡し

バス7台により避難

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：2人＞

支援者の車両で避難（20人）

避難所(60施設)
又は福祉

避難所(25施設)
大崎市

避難所
大崎市(60施設)

対象者
石巻市

33人

一時集合場所
避難所

大崎市(60施設)
バス3台で避難

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

宮城県大崎
合同庁舎

避難所
大崎市

(60施設)

対象者
石巻市
1,816人

一時集合場所

自家用車で避難1,229人

ﾊﾞｽ25台で避難
587人

放射線防護対策施設（3施設）

対象施設
石巻市
3施設
140人

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：66人＞

避難先医療機関、社会福祉施設（103施設）
＜避難可能な者：74人＞

支援者とともにﾊﾞｽ4台、福祉車両3台で避難

自施設内屋内退避

3

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

宮城県大崎合同庁舎

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

宮城県大崎合同庁舎

放射線防護対策施設（1施設）

対象施設
石巻市
1施設
43人

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：9人＞

避難先社会福祉施設（3施設）
＜避難可能な者：34人＞

支援者とともにバス1台、福祉車両5台で避難

放射線防護対策施設
（女川町1施設、石巻市3施設）

対象者
51人

女川町
45人

石巻市
6人

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町：栗原市若柳
総合体育館

石巻市：宮城県大崎
合同庁舎

一時集合場所

＜避難可能な者：49人＞

福祉車両1台で移動（女川2人,石巻0人）

支援者とともにﾊﾞｽ4台、福祉車両1台で避難
（女川町43人、石巻市6人）

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：2人＞

避難所又は
(福祉避難所)

栗原市 3施設 (22)
大崎市60 施設(25)

一般住民
の避難準
備を開始

避難所
栗原市
(3施設)
大崎市

(60施設)

対象者
409人
女川町

3人
石巻市
406人

一時集合場所

バス19台で避難

避
難
準
備
を
開
始

※1 準PAZ離島部に医療機関、学校、保育所、その他の要避難者（妊婦、授乳婦、乳幼児等）はなし。
※2 医療機関、社会福祉施設、学校、保育所の避難行動要支援者は、他の種別と重複している。

避
難
準
備
を

開
始

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（原
災
法

10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

（
原
災
法
15
条
）
で

避
難
開
始

※ 保育所の幼児は施設敷地緊急事態で保護者とともに避難開始

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町：栗原市若柳
総合体育館

石巻市：宮城県大崎
合同庁舎



区域 種別 対象者数

屋内退避 ／一時移転（1週間程度内に実施）の流れ

備考
警戒
事態

施設敷地
緊急事態

全面緊急事態

OIL2となった場合※2

UPZ
（発電所
から概ね
5～30km
圏内、
準ＰＡＺ
を除く）

避難行動
要支援者

（医療機関）
2,169床

 施設毎の避難計画は概ね策定
済み。

 一時移転等の防護措置が必要と
なった場合、宮城県災害医療本
部が医療機関の受入れ先を選定
するとともに、受入れに関する調
整を実施。

避難行動
要支援者
（社会福祉

施設）

3,251人

 施設毎の避難計画を作成するこ
ととしており、施設毎にあらかじ
め避難先施設を確保。

 あらかじめ選定した受入施設が
使用できない場合は、宮城県が
代替の受入施設を調整。

避難行動
要支援者
（在宅）

6,996人

 一時移転が必要となった避難行
動要支援者は、市町が準備した
避難先に優先的に移動。

 避難生活に困難が生じる何らか
の特別な配慮が必要な避難行動
要支援者は近接の福祉避難所
へ輸送。

避難行動
要支援者

（学校・保育
所・幼稚園

等）

24,537人

 警戒事態で児童・生徒の帰宅、若
しくは保護者への引渡しを開始。

 保護者へ引渡しができなかった場
合は、全面緊急事態で屋内退避
を行い、その後指示に基づき避難
先に移動し、保護者への引渡しを
実施。

一般住民※1

158,504人

 避難計画で定めている避難先へ
一時移転を実施。

 自家用車や宮城県が準備した
ﾊﾞｽ等で移動。

UPZ内人口 195,457人

避難先福祉施設
（309施設）

避難先施設
（446施設）

自家用車、ﾊﾞｽ等により移動

全
面
緊
急
事
態
で
屋
内
退
避
を
開
始
。
そ
の
後
、
緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
き
、
毎
時
20

マ
イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
区
域
が
特
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
区
域
の
住
民
の
一
時
移
転
を
実
施

屋内退避
（121施設：
3,251人）

屋内退避
（6,996人）

屋内退避
（158,504人）

宮城県が宮城県ﾊﾞｽ協会から必要となる輸送手
段を調達。不足する場合は他県との応援協定
や政府支援の下、近隣県等から、輸送手段を
調達。

屋
内
退
避
の
準
備
を
開
始 ﾊﾞｽ・福祉車両（支援者同乗）により移動

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により移動

ﾊﾞｽ（教職員同乗）により移動

一時移転
対象学校

等

一時移転
対象者

一時
移転

対象者

4

女川地域の緊急時対応（概要版） ④UPZにおける屋内退避・一時移転の考え方

対象施設
（182
施設）

保護者
引渡し

屋内退避
（19施設：
2,169床）

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により移動

避難先医療機関
（96施設）

避難先施設
（446施設）

避難先施設
（446施設）

※1 一般住民の対象者数は、UPZ内の人口から避難行動要支援者の数を引いた数字としており、若干の増減がある。
※2 UPZ内の全住民のうち、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果に基づき、毎時20ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄを超えると特定された区域の住民は、一時移転を実施。

一時移転
対象

医療機関

一時移転対象
福祉施設

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

＜引渡しできなかった児童等＞

福祉避難所
（615施設）

屋内退避
（182施設：
24,537人）

避難所
受付

ｽﾃｰｼｮﾝ

避難所
受付

ｽﾃｰｼｮﾝ

避難所
受付

ｽﾃｰｼｮﾝ
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